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多くの地域公共交通サービスは採算性が厳しく，縮小の一途をたどっており，買物や通院などのための

移動もままならない市民が増加している．このため，交通不便地域において自動運転車を活用した多くの

社会実験が行われているが，今後，地域ごとに高価な車両やメンテナンス・充電インフラ等を確保するこ

とは容易ではない．そのため，より多くの市民が自動運転車サービスによる公共交通サービスを享受でき

るためには，導入コストの低い車両や運行システム等が必要である．本稿では，そのような交通サービス

の実現のためには，自動運転車両や運行管理システムの公共財化が必要であることを述べたうえで，実現

に向けて整理すべき点について議論する． 
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1. はじめに 

 

多くの地域公共交通サービスは採算性が厳しいうえに

職業運転手の不足もあり，縮小の一途をたどっている．

そのような状況は過疎地だけでなく地方都市や大都市郊

外部でも見られ，買物や通院などの交通もままならない

市民が増加している．このため，交通不便地域において

自動運転車を活用した多くの社会実験が行われている．

しかし，自動運転車による公共交通サービスを実装する

ために，高価な車両やメンテナンス・充電等のためのイ

ンフラを地域ごとに調達・維持することは容易ではない．

このため，自動運転車を活用した交通サービスの実装を

交通事業者のみに任せると，交通需要密度の高い都市部

のみでしかそのようなサービスが利用できなくなる可能

性ある．そのため，より多くの市民が自動運転車による

公共交通サービスを享受できるためには，汎用性が高く

導入コストの低い車両や運行管理システム等が必要であ

り，それらを公共財化することが望ましいと考えられる． 

そこで本稿では，交通不便地域の公共交通サービスの

現状や，想定される将来の交通サービスを示した上で，

持続可能な地域交通サービスを実現するために，自動運

転車両や運行管理システムを公共財化することの必要性

を述べる．そして，事業の枠組みや実現に向けて整理す

べき点等について議論する． 

 

 

2. 地域交通サービスの現状と将来像 

 

(1) 地域交通サービスの現状 

地方部の地域バス・鉄道事業の経営状況は悪化してい

る．令和 2 年度には一般路線バス事業者の 99.6%が赤字

であるとの報告もあり（北陸信越運輸局，2023），特に

図-1 豊田市足助地区の地域バスの運営状況 
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人口や人口密度が低い地方部の小規模な都市や地域では，

乗客一人当たり行政負担額が高い傾向にある（辰巳ら，

2019）．例えば，愛知県豊田市の中山間地域中心地区で

ある足助地区（2023年9月1日現在の人口6,923）は過去

10年で人口が20％程度減少しており，令和3年度の地域

バス乗客一人あたり輸送費における行政負担額が 6,652

円となっている（図-1）．このような傾向は人口減少と

ともに深刻さを増す． 

また，75 歳以上での運転免許の更新が厳格されたこ

とや，高齢者の深刻な交通事故の発生等を背景に増加し

てきた免許返納者数が 2020 年以降は減少に転じている

（警察庁，2023）．この理由は多く考えられるが，地域

公共交通の利便性の低さや低下も一因であろう． 

 

(2) 地域交通サービスの将来像 

これからの人口減少に伴い，交通需要総量は減少する．

このため，利用者の少ない地域交通サービスはより効率

的なサービスへの転換が必要となる． 

自動運転技術の進歩は著しく，米国や中国の一部の都

市ではすでに無人自動運転タクシーの商用運行が開始さ

れてる．我が国でも，定時定路線の自動運転バスの社会

実装を想定した実験が行われている．このように，将来

は多くの地域交通サービスが自動運転車によって置き換

わることが予想される．自動運転タクシー・バスの利便

性向上が，世帯の自家用車の保有率を低下させる可能性

もあり，自動運転車による送迎トリップの増加などによ

り，交通流量が増加する可能性も考えられる． 

そのような将来を想定したときの，ある都市圏におけ

る公共交通の姿を図-2は示している．この図では，都市

圏の中心駅を図中央に配置し，自宅を郊外に配置した例

であり，図中上部には自宅からの距離イメージを示して

いる．また，図中には公共交通サービスのみを示してお

り，自家用車などの私有のモビリティは図示していない．

なお，圏域の大きさや交通需要総量，自宅位置などは都

市圏によって異なるため，この図はあくまで一例である． 

さて，中心駅を中心に一定の範囲では交通需要密度が

高く，中量輸送モビリティが用いられる．この場合，自

動運転技術を用いたモビリティとして自動 BRT や連接

BRT等が想定される．ただし，すでに整備された地下鉄

や鉄道は有効に活用されるべきであり，また各都市が目

指す姿において鉄道が重要な役割を担う場合も多いため，

そのような場合は鉄道を中心にそれを補完する形で自動

運転モビリティが活用される．郊外では，交通需要密度

が低いため，個別モビリティによって移動サービスが提

供され，自動運転タクシー（ロボタクシー）が移動サー

ビスを提供すると想定している．  

交通需要密度が低い郊外部は，すでに公共交通サービ

スの衰退が進む地域である．多くの社会実験で想定され

ているように，地域公共交通サービスに自動運転技術が

導入されれば，運転手不足によるサービス継続の危機か

ら脱することができ，また人件費の削減により運営費用

の削減も期待できる．しかし，自動運転による公共交通

サービスを導入するためには，高価な自動運転車両が必

要であるだけでなく，その運行のためのソフトウェアや

図-2 地域交通サービスの将来イメージ 
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運行管理システム（以降では，これらをまとめて“運行

管理システム”と呼ぶ），そして充電やメンテナンスの

ためのインフラが必要である．さらに，自動運転車導入

初期では，車両性能やシステムの頻繁な更新も想定され

る．このため，各自治体がそのようなサービスを導入し，

維持することは困難であると考えられる． 

以降では，持続可能な地域公共交通を実現するために，

自動運転車両や交通サービス提供に必要なシステムやイ

ンフラ（以降では，これらをまとめて“リアル財”と呼

ぶ）を公共財化することを考える．また，それらリアル

財を交通事業者にリースする仕組みをスマートモビリテ

ィ公共財プラットフォーム（簡単のため，“公共財 PF”

とする）と呼ぶ． 

次章では，公共財 PF に関する基本的な考え方を述べ

たうえで，交通事業者の補助，都市規模と期待される効

果，運営体制などについて議論する． 

 

 

3. 自動運転地域交通システムの公共財化と論点 

 

(1) 公共財PFの基本的な考え方 

公共財 PF は地域公共交通を支える仕組みであり，公

共性の高いサービスであるため，それを運営する法人は

公的資金を財源に国や行政が主導して設立されることが

想定される．そのように設立された法人が，国から得た

資金によってリアル財を調達し，それを地域に有償で貸

し出しをする仕組みである． 

提供するリアル財には，車両以外に運行管理システム

や充電・メンテナンス設備，必要に応じて運行管理を支

える路側機器等も考えられる．ただし，交通事業者が独

自に車両を調達する場合でも，交通流の適切な管理が可

能となるよう，車両スペックや運行管理システム等の標

準的仕様を定める役割も担う． 

図-3は，運行管理システムや車両に関する提供方法の

オプションを示している．どちらの場合も仕様のみを提

供する場合も考えられるが，仕様のみを提供する場合は，

交通事業者にとって負担が大きくなる．このため，交通

不便地域の交通サービスを維持するためには，交通事業

者が独自に車両やシステムを調達する場合も想定しつつ，

公共財 PF が提供できる車両や運行管理システムが必要

であると考えられる． 

なお，提供されるリアル財やその結果実現される交通

サービスのどちらも，現在の公共交通と同様に，厳密な

意味での公共財とは言えない．すなわち，排除性や競合

性を避けることはできない．そのうえで，“公共財”と

呼ぶのは，公的な組織がリアル財を提供し，公共交通サ

ービスを支えることを想定しているためである． 

 

(2) 交通事業者補助における役割  

地域公共交通サービスを担う交通事業者の多くが行政

からの補助金を受けており，それを事業欠損補助や車両

図-4 公共財PFがある場合の交通事業者補助スキーム 図-3 リアル財の提供方法 

(a) 運行管理システム 

(b) 車両 

第 68 回土木計画学研究発表会・講演集

 3



 

 

調達・設備投資に用いている．公共財 PF からリアル財

がリースされると，交通事業者が独自にリアル財調達を

行う必要性が無くなる（図-4）． 

一般に，各事業者は運行システム等を含むリアル財を

個別に調達している．この場合，同じ機能をもつリアル

財を，別の交通事業者がそれぞれ調達するため非効率で

ある．また，各事業者単位の調達となるため，規模の経

済が働きにくい．これに対して，公共財 PF が異なる地

域や交通事業者のリアル財を調達することで，そのよう

な非効率を解消できるとともに，リアル財製造費用を低

下させる規模の経済が働きやすくなる．また，インフ

ラ・車両・運行管理システムまでを一括に公共財 PF が

調達することで，効率的に技術開発が進むことも期待で

きる． 

また，前述の通り，自動運転車両の調達費用は現在の

バスより高額となると考えられるため，交通事業者が独

自に自動運転車を調達する場合は，自動運転技術の進歩

が速い場合でも車両やシステムの頻繁な更新は難しいと

考えられる．このことからも，公共財 PF による調達と

リースに期待できるところが大きい．加えて，行政から

交通事業者への補助も削減できると考えられる． 

その他の論点として，まず，車両やシステムに関する

リース料設定方法が挙げられる．公共財 PF がカバーす

るエリア内で収支が合うように一律の料金を設定するこ

とや，例えば，各車両のリース料を乗車人数に応じた料

金とするなど，地域の交通需要密度を考慮した料金とす

るなどがある．また，地域によって必要な車両スペック

が異なる場合がある．例えば，寒冷地と温暖な地域では

足回りや空調の仕様が異なるなどである．さらには，交

通サービスのあり方は，各地域や都市のまちづくりの計

画，交通計画と密接にかかわる．このため，各地域・都

市に応じた適切なサービスのあり方についても検討が必

要である． 

 

(3) 都市規模と公共財PFの役割 

公共財 PF は都市規模によらず，リアル財調達費用を

削減可能とすることが期待される．ただし，交通需要密

度が高い大都市では，公共財 PF は利益を得ることがで

き，交通需要密度が低い郊外地域の都市では利益が得ら

れない場合も想定される．そのため，人口減少が進み交

通需要密度の低い地域にもリアル財を安価に提供できる

ためには，大都市から地方都市までをカバーする公共財

PF において内部補助ができることが望ましい．すなわ

ち，大都市で得た利益によって地方部の損失を補填でき

る必要がある．これにより，地方部の交通サービスを維

持することができ，人口減少の進展を抑えたり，地域の

魅力を高めることにつながる．図-5は，交通需要密度が

高い順（≒人口が多い順）に大都市，地方都市①，地方

都市②，地方都市③としており，地方都市②では内部補

助によってリアル財の提供が可能，地方都市③は少なく

とも地方都市②と同様の内部補助が不可能な地域として

いる．つまり，中山間地域のような交通需要が非常に少

なくかつ広大な地域に対しては，内部補助によるサービ

ス維持が困難な場合も考えられる． 

そもそも内部補助をすることや，内部補助できない地

域が存在することの是非に加え，どの程度の地域まで内

部補助を行い，どの地域では内部補助できないかについ

ての議論が必要である．  

 

(4) 効果計測 

公共財 PF の原資は公的資金であるので，リアル財の

提供効果を適切に評価できることは重要である．公共財

PF が無くても，多くの道路系公共交通が自動運転化さ

れると考えられる．公共財 PF の有無による交通利便性

や交通需要の変化，公平な外出機会の創出について，そ

の経済価値や地域住民のウェルビーイングの向上の程度

を評価する手法が必要である． 

図-5 公共財PFがある場合の交通事業者補助スキーム 
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その上で，地域特性を考慮して交通サービスレベルと

効果との関係を評価し，交通事業者が提供すべき適切な

サービスレベルについて把握することも必要である． 

 

(5) 公共財PFの運営体制 

公共財 PF を運営する法人は公的資金を財源に設立さ

れると想定される．(3)で述べた通り，交通需要密度の

低い地域を内部補助によって支えるためには，1 つの法

人が大都市と地方部を含む地域をカバーすることが必要

となる．このため，各地方や地域ごとに法人を設立する

（図-6 の Op. B）より，全国などより広いエリアに 1 つ

の法人を設立し，各地方や地域ごとに運営拠点を設立す

ることが望ましいと考えられる（図-6のOp. A）．  

ただし，ある大都市で得られた利益を全く異なる地域

の補助に用いることについて，自治体や市民の理解が得

られることが必要であるなど，議論すべき点は多い． 

 

 

4. おわりに 

 

本稿では，より多くの地域で自動運転車による交通サ

ービスが利用可能とするために，自動運転車や運行管理

システムなどのリアル財を公共財化する仕組みである，

公共財 PF について議論した．将来の地域交通サービス

の将来像を示した上で，特に，交通事業者補助における

公共財 PF の役割，異なる都市規模と役割の違い，効果

計測方法の必要性，運営体制について言及した． 

その他の議論すべき主な項目として，都市のコンパク

ト化や道路空間の再編など，各地域・都市が目指すまち

づくりの方向性との関係，法律や制度設計，社会実装プ

ロセス，道路インフラの整備方法などが挙げられる． 
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図-6 公共財PFがある場合の交通事業者補助スキーム 
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